様式第32号（第33条、第34条関係）
小規模開発行為（変更）協定書
　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　十和田市長　　　　　　　　　　　印　
乙　（開発事業者）　　　　　　　　　印　

　上記当事者間において、開発の施行に関して十和田市開発行為に関する指導要綱第33条第１項（第34条第２項）の規定により次のとおり協定を締結する。
第１　乙は十和田市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地内で行う開発行為に関する工事の施行に当たっては、この協定に定めることによるほか、小規模開発行為（変更）協議書の設計内容のとおり行うものとする。
２　乙は甲が必要と認めたとき又は工事が完成したときは、甲に通知し確認を受けるものとする。
第２　乙は工事の施行に関して、法令又は市の指示により必要な防災措置を講じ、災害及び公害の防止その他住民の生命財産の保護並びに自然環境の保全に努めるものとする。
２　甲は乙の開発行為により災害及び公害が発生し、又は発生するおそれがあると認めたときは、必要な措置を講ずべき旨を指示し、乙は当該指示に従うものとする。
３　前項の措置は工事中及び完成後においても、自らの責任と費用で講ずるものとする。
第３　乙は工事の施行中に他の管理に属する道路を使用する場合、協議のうえ自らの費用で整備し、当該道路を使用する者の利便を図るものとする。
第４　乙は開発区域内の農業用水の利用を阻害することのないよう、水利管理者と協議して工事を施行するものとする。
第５　乙は開発区域内から生じるごみ等の一般廃棄物について、生活環境及び自然環境の保全上支障のない方法で処分し、若しくは甲の指示に従うものとする。
第６　乙は工事の施行により新たに必要となり、又は改良が必要となる公共施設については、これらの施設の管理者と協議し自らの費用で整備するものとする。
第７　乙は工事を中止し、又は変更しようとするときは、甲にその旨届出するものとする。
２　前項の届出があった場合、甲は現地を確認し必要な措置を乙の費用で行うことを要請することができる。
第８　乙は工事の施行中及び完成後における開発区域内の施設について、管理責任者を設け維持管理するものとする。
２　管理責任者を定めたときは、甲に通知するものとする。
第９　乙は開発工事による造成地を譲渡する際に取り交わす契約書には、次に掲げる事項が含まれることを明記するものとする。
　⑴　譲受人は家庭排水を道路側溝に流出させないこと。
　⑵　譲受人は道路側溝その他の公共施設及びごみ集積所等の公益施設の維持管理（清掃作業を含む。）に協力すること。
　⑶　譲受人又は所有者は空地のままにしておくときは、雑草を繁茂させたり、不用物等を放置しないよう管理すること。
　⑷　譲受人は良好な環境づくりのため緑化等に努めること。
第10　この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲乙協議のうえ定める。
　この協定の成立を証するため、本書２通を作成し甲乙各１通を所持するものとする。
